
 

脱炭素社会の先行実現を目指すモデル地域“脱炭素先行地域”に選定されました 

 

2022 年 11 月 1日 

小田原市 

東京電力パワーグリッド株式会社小田原支社 

 

 小田原市（市長：守屋 輝彦）および東京電力パワーグリッド株式会社小田原支社（支

社長：岩村 佳紀）は、環境省が全国の自治体を対象に募集する第 2 回「脱炭素先行地

域」に共同提案し、本日、「脱炭素先行地域」の一つとして選定されました。 

 脱炭素先行地域は、2050 年カーボンニュートラルに向けて、2030 年までに民生部門

（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う CO2排出の実質ゼロを実現するとと

もに、運輸部門や熱利用などの温室効果ガス排出削減についても、地域特性に応じて実

現する地域です。国は、少なくとも 100 か所の「脱炭素先行地域」を選定し、積極的な

支援を通じ、多様な地域において地域課題を同時解決し、住民の暮らしの質の向上を実

現しながら脱炭素に向かう取り組みの方向性を示すこととしています。 

 

 今回選定された提案は、脱炭素を起点とした中心市街地の価値向上と地域経済の好循

環の創出をテーマに、地産再エネや電気自動車などの地域資源を最大限活用し、配電網

レベルでの需給バランスの確保と電力の地産地消の促進を図ります。このため、日本初

のエネルギーマネジメントの仕組みを構築すべく、小田原市と、配電網を管理する一般

送配電事業者である東京電力パワーグリッド株式会社がともに取り組むものです。 

 

 両者は引き続き、地域で脱炭素化に取り組む様々な主体との連携を拡大しながら、持

続可能な地域社会の実現を目指します。 

 

以 上 

＜別紙１＞小田原市脱炭素先行地域の計画提案概要 

 

参考 

 環境省ホームページ「脱炭素先行地域（第２回）選定結果について」 

 URL：https://www.env.go.jp/press/press_00776.html 
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① 小田原駅東口エリアを中心に、商店街等の屋根や駐車場に太陽光発電
(2,490kW)・蓄電池を導入

② 久野地区生活拠点エリアでは、大規模商業施設や基幹病院等の屋根や
駐車場へ太陽光発電(619kW)を導入するとともに、基幹病院では、国内
最大規模のZEB-orientedを実現

③ 東京電力パワーグリッドが地域需給バランス・取引システムを構築し、既存
のVPP技術等を活用して、地
域に分散するEVや蓄電池によ
り地域の需給バランスを確保す
ることを通じ、配電網レベルでの
系統混雑を未然に防止

④ 市内の住宅(650戸)等に太陽
光発電(3,250kW)を導入し、
エリア内に余剰電力を供給した
住民等にクーポン等を発行

小田原市：“エネルギーと地域経済の好循環”のための基盤づくりを通じた市街地活性化

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 小田原駅東口エリアにEV充電器(30台)を導入し、「EV宿場町」として充
電の待ち時間を活用した新たな観光客等の流れを誘発

② 地域を結ぶ足として、EVカーシェア(60台)やEVタクシーを導入

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

市の中心部である小田原駅東口エリアと同駅に近い生活拠点である久野地区生活拠点エリアに、カーポート型を含め、太陽光発電・蓄電池を最大限導入。地域
需給バランス・取引システムを構築し、既存のVPP技術等の活用により、配電網レベルでの系統混雑を未然に防止し、地域の再エネを最大限活用する。また、小
田原駅東口エリアに、観光客向けEV充電器やEVタクシーを導入することにより、「EV宿場町」としての価値創出を図り、観光客の増加を図る。

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象：小田原駅東口エリア、久野地区生活拠点エリア

主 な エ ネ ル ギ ー 需要 家：商業施設118施設、観光施設９施設、生活サービス施設５施設、オフィス等５施設

共 同 提 案 者：東京電力パワーグリッド株式会社小田原支社

① 再エネの地域需給バランス・取引システムにより、既存配電網を最大限活
用し、全国で課題となっている再エネの系統混雑を未然に防止し出力制
御を回避することで、市域全体の再エネポテンシャルを最大限活用

② 脱炭素交通、生活拠点整備などにより、生活の魅力を向上し、中心市街
地等の関係人口・定住人口増加を図るとともに、余剰電力の供給量に応
じて発行されるクーポン等により、地域経済循環を創出

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

観光客向けEV充電器設置

基幹病院のZEB化

商店街等へ太陽光発電・蓄電池導入

EVカーシェア導入

住宅等からの余剰電力供給・供給量に応じたクーポン発行等

地域需給バランス・
取引システム整備

＜別紙１＞


